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○収支予算内容の説明

Ⅰ　 事 業 活 動 収 支 の 部

 １ ． 事業活動収入

(2) 分担金収入

①

(3) 負担金等収入

①

 ２ ． 事業活動支出

(1) 事業費支出

①

②

 ③

 ④

⑤

⑥

⑦

⑧

(2) 管理費支出

① 総務部職員8名の人件費の一部と し て61, 891千円、 その他管理経費と し て45, 818千円を
計上

災害対応費支出は、 災害時用携帯電話等、 災害発生時の対応経費と し て481千円を計上

2023年度 全国知事会収支予算の説明

2023年度全国知事会収支予算は、 平成16年公益法人会計基準によ り 作成。

地方自治先進政策セン タ ー関係費支出は、 先進政策創造会議の開催等に要する 経費と
し て1, 904千円を計上

都道府県から の分担金収入は令和2年国勢調査に基づく 分担金額の変更によ り 480, 324
千円を計上

負担金等収入は、 公益財団法人都道府県センタ ーから の共通経費負担金39, 749千円、
退職給付負担金7, 638千円及び地方自治振興事業助成金38, 990千円等を計上

委員会関係費支出は、 常任委員会及び特別委員会等の開催経費と し て7, 631千円を計上

広報費支出は、 広報活動及びホームページの維持管理等に要する 経費と し て3, 761千円
を計上

事業共通費支出は、 総務部職員8名の一部、 調査第一部・ 調査第二部・ 調査第三部職員
24名及び分権本部職員4名に要する 人件費関係と し て303, 994千円、 その他事業経費と
し て79, 040千円を計上

全国知事会議関係費支出は、 全国知事会議の開催経費と し て40, 252千円を計上

行財政調査費支出は、 地方行財政に関する 各種調査等に要する 経費と し て3, 038千円を
計上

国際交流関係費支出は、 日韓知事会議及び日中韓3カ国地方政府交流会議等に要する 経
費と し て25, 840千円を 計上
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(3) 退職給付支出

①

Ⅱ　 投 資 活 動 収 支 の 部

 １ ． 投資活動収入

(1) 特定資産取崩収入

②

 ２ ． 投資活動支出

(1) 特定資産取得支出

②

(2) 固定資産取得支出

①

②

Ⅲ　 財 務 活 動 収 支 の 部

 ２ ． 財務活動支出

(1) リ ース 債務返済支出

当期収支差額

退職給付引当資産取崩収入は、 職員の退職金への充当と し て15, 000千円を計上

ソ フ ト ウ ェ ア購入支出は、 新業務シス テムの導入構築費用等と し て33, 534千円を計上

退職給付引当資産取得支出と し て16, 626千円を計上

全国知事会職員及び公益財団法人都道府県センタ ー出向職員の退職金と し て15, 000千
円を計上

什器備品購入支出と し て8, 880千円を計上

新業務シス テム導入構築に伴う シンク ラ イ アント 方式への切替、 各種会議の再開等に
よ って、 当期収支差額は72, 587千円のマイ ナス

リ ース 債務返済支出と し て4, 561千円を計上
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（ 単位： 千円）

Ⅰ 事業活動収支の部

(1) 特定資産運用収入 24 24 0

① 特定資産利息収入 24 24 0

・ 減価償却積立資産利息収入 6 6 0

・ 退職給付引当資産利息収入 18 18 0

(2) 分担金収入 480,334 482,535 △ 2,201

① 分担金収入 480,334 482,535 △ 2,201

・ 都道府県分担金収入 480,324 482,525 △ 2,201 R2国勢調査に基づく 分担金の変更

・ 特別分担金収入 10 10 0

(3) 負担金等収入 94,246 77,143 17,103

① 負担金等収入 94,246 77,143 17,103

・ セン タ ー負担金等収入 86,377 71,954 14,423

 共通経費負担金 39,749 21,677 18,072

 都道府県ｾﾝﾀ 職ー員退職給付負担金 7,638 11,287 △ 3,649

 地方自治振興事業助成金 38,990 38,990 0

・ 協議会負担金収入 7,869 5,189 2,680

(4) 60 76 △ 16

① 60 76 △ 16

・ 受取利息収入 10 26 △ 16

・ 雑収入 50 50 0

574,664 559,778 14,886

 2.事業活動支出

(1) 465,941 425,640 40,301

① 383,034 369,568 13,466

・ 給料手当支出 259,585 251,536 8,049

・ 法定福利費支出 44,409 45,320 △ 911

・ 福利厚生費支出 1,512 1,512 0

・ 職員研修費支出 1,240 817 423

・ 印刷製本費支出 2,520 2,520 0

・ 通信運搬費支出 16,017 8,602 7,415

・ 光熱水料費支出 672 672 0

・ 賃借料支出 41,052 41,221 △ 169

・ 保守費支出 5,202 6,467 △ 1,265

・ 支払負担金支出 9,344 9,350 △ 6

・ 委託費支出 419 419 0

・ 消耗品費支出 1,034 1,034 0

・ 支払利息支出 28 98 △ 70

② 40,252 32,306 7,946

・ 旅費交通費支出 4,740 1,347 3,393 会場間移動によ る 増

・ 会議費支出 27,362 23,242 4,120 会場使用料及び運営経費増加によ る 増

・ 印刷製本費支出 297 297 0

・ 通信運搬費支出 5,100 7,320 △ 2,220

・ 諸謝金支出 563 0 563 セッ ショ ン 有識者への謝金

・ 消耗品費支出 2,000 0 2,000 抗原検査キッ ト 等( コ ロ ナ対策)

・ 雑支出 190 100 90

事業共通費支出
総務部職員8名( 一部） ・ 調査第一部・ 調
査第二部・ 調査第三部職員24名（ 都道府
県派遣職員19名） 及び分権本部職員4名
人件費等

業務シス テム保守範囲の見直し によ る 減

全国知事会議関係費支出 全国知事会議・ 理事会等経費

 1.事業活動収入

( 公財) 都道府県セン タ ー負担金等

地方自治確立対策協議会負担金

雑収入

雑収入

2023年度 全国知事会一般会計収支予算書
2023年4月1日から 2024年3月31日ま で

科　 　 　 　 　 　 目 予算額
前年度

当初予算額 増　 減 備　 　 　 　 考

新業務シス テムへの切替によ る 増

事業活動収入計

事業費支出
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（ 単位： 千円）

③ 7,631 7,369 262

・ 旅費交通費支出 1,830 1,157 673

・ 会議費支出 3,532 3,813 △ 281

・ 諸謝金支出 1,920 2,050 △ 130

・ 通信運搬費支出 339 339 0

・ 雑支出 10 10 0

④ 3,038 2,768 270

・ 旅費交通費支出 1,952 1,681 271

・ 会議費支出 158 247 △ 89

・ 諸謝金支出 10 10 0

・ 印刷製本費支出 330 256 74

・ 図書購入費支出 578 564 14

・ 雑支出 10 10 0

⑤ 3,761 3,778 △ 17

・ 旅費交通費支出 10 10 0

・ 会議費支出 605 605 0

・ 諸謝金支出 330 400 △ 70

・ 通信運搬費支出 10 5 5

・ 賃借料支出 2,773 2,238 535

・ 委託費支出 23 510 △ 487

・ 雑支出 10 10 0

⑥ 25,840 6,415 19,425

・ 旅費交通費支出 11,259 5,015 6,244

・ 会議費支出 9,981 10 9,971

・ 翻訳料支出 3,000 450 2,550

・ 通信運搬費支出 400 400 0

・ 雑支出 1,200 540 660 同上

⑦ 1,904 2,955 △ 1,051

・ 旅費交通費支出 10 262 △ 252

・ 会議費支出 10 204 △ 194 同上

・ 諸謝金支出 1,724 2,330 △ 606

・ 印刷製本費支出 95 95 0

・ 図書購入費支出 30 30 0

・ 通信運搬費支出 15 14 1

・ 委託費支出 10 10 0

・ 雑支出 10 10 0

開催方法変更によ る 減

日韓知事会議等によ る 増

同上

同上

地方自治先進政策センタ ー関係費支出 先進政策創造会議開催等経費

新ウ ェ ブサイ ト への移行によ る 増

新ウ ェ ブサイ ト 構築完了によ る 減

国際交流関係費支出 国際知事会議等経費( 日韓知事会議等)

広報費支出 ホームページ管理等経費

広報対策費

同上

委員会関係費支出 常任委員会・ 特別委員会等経費

Web開催等によ る 減

行財政調査費支出 行財政に関する 調査等経費

地方視察の再開等によ る 増

科　 　 　 　 　 　 目 予算額
前年度

当初予算額 増　 減 備　 　 　 　 考
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（ 単位： 千円）

⑧ 481 481 0

・ 給料手当支出 10 10 0

・ 旅費交通費支出 200 200 0

・ 通信運搬費支出 221 221 0

・ 雑支出 50 50 0

465,941 425,640 40,301

(2) 107,709 94,424 13,285

① 107,709 94,424 13,285

・ 給料手当支出 51,825 44,193 7,632

・ 法定福利費支出 10,066 8,477 1,589

・ 福利厚生費支出 432 378 54

・ 職員研修費支出 190 160 30

・ 旅費交通費支出 2,780 2,523 257

・ 交際費支出 800 500 300

・ 諸謝金支出 2,024 2,024 0

・ 印刷製本費支出 1,220 1,220 0

・ 図書購入費支出 803 803 0

・ 消耗品費支出 642 914 △ 272

・ 通信運搬費支出 7,412 3,411 4,001

・ 賃借料支出 17,633 17,686 △ 53

・ 光熱水料費支出 288 288 0

・ 保守費支出 2,304 2,926 △ 622

・ 修繕費支出 400 400 0

・ 委託費支出 6,842 6,842 0

・ 支払利息支出 12 23 △ 11

・ 雑支出 2,036 1,656 380

107,709 94,424 13,285

(3) 15,000 30,000 △ 15,000

① 15,000 30,000 △ 15,000

・ 退職給付支出 15,000 30,000 △ 15,000

15,000 30,000 △ 15,000

588,650 550,064 38,586

△ 13,986 9,714 △ 23,700

新業務シス テムへの切替によ る 増

業務シス テム保守範囲の見直し によ る 減

総務部職員8名人件費（ 一部） ・ その他共通経費

事業活動支出計

事業活動収支差額

管理費支出計

退職給付支出

退職給付支出

退職給付支出計

災害対応費支出 災害対応経費

事業費支出計

管理費支出

管理費支出

科　 　 　 　 　 　 目 予算額
前年度

当初予算額 増　 減 備　 　 　 　 考
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（ 単位： 千円）

(1) 15,000 39,484 △ 24,484

① 0 9,484 △ 9,484

・ 減価償却積立資産取崩収入 0 9,484 △ 9,484

② 15,000 30,000 △ 15,000

・ 退職給付引当資産取崩収入 15,000 30,000 △ 15,000

15,000 39,484 △ 24,484

(1) 16,626 18,698 △ 2,072

① 0 0 0

・ 減価償却積立資産取得支出 0 0 0

② 16,626 18,698 △ 2,072

・ 退職給付引当資産取得支出 16,626 18,698 △ 2,072

(2) 42,414 24,845 17,569

① 8,880 14,000 △ 5,120

・ 什器備品購入支出 8,880 1,000 7,880

・ 業務端末購入支出 0 13,000 △ 13,000

② 33,534 10,845 22,689

・ ソ フ ト ウ ェ ア購入支出 33,534 1,000 32,534

・ ウ ェ ブサイ ト 再構築支出 0 9,845 △ 9,845

59,040 43,543 15,497

△ 44,040 △ 4,059 △ 39,981

0 0 0

0 0 0

(1) 4,561 6,691 △ 2,130

4,561 6,691 △ 2,130

△ 4,561 △ 6,691 2,130

10,000 10,000 0

△ 72,587 △ 11,036 △ 61,551

505,069 530,889 △ 25,820

432,482 519,853 △ 87,371

※ 2022年度決算見込額を計上している

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

退職給付引当資産取崩収入

投資活動収入計

 2.投資活動支出

特定資産取得支出

減価償却積立資産取得支出

退職給付引当資産取得支出

備　 　 　 　 考

Ⅱ 投資活動収支の部

 1.投資活動収入

特定資産取崩収入

減価償却積立資産取崩収入

新ウ ェ ブサイ ト 移行完了によ る 減

科　 　 　 　 　 　 目

シンク ラ イ アント 方式への切替、 新給与シ
ス テム導入によ る 増

リ ース 債務返済支出 ウ ェ ブ会議シス テムリ ース 満了によ る 減

財務活動支出計

財務活動収支差額

Ⅳ 予備費支出

当期収支差額

投資活動支出計

投資活動収支差額

Ⅲ 財務活動収支の部

 1.財務活動収入

財務活動収入計

 2.財務活動支出

固定資産取得支出

什器備品購入支出

ソ フ ト ウ ェ ア購入支出

新ウ ェ ブサイ ト 移行完了によ る 減

予算額
前年度

当初予算額 増　 減

ウ ェ ブ会議シス テム 音響機器、 シュ レ ッ ダー等の
調達によ る 増

※
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別表

（単位：千円）
R5年度 R6年度 R３年度

均等割額 人口割額
合　　計

(10%縮減前）
①分担金

（10%縮減額）
参考 分担金
（10%縮減額）

参考 分担金
（10%縮減額）

②分担金
（10%縮減額）

北 海 道 8,000 6,733 14,733 13,260 13,124 12,988 13,397 ▲ 137

青 森 県 8,000 1,624 9,624 8,662 8,617 8,572 8,707 ▲ 45

秋 田 県 8,000 1,266 9,266 8,339 8,301 8,263 8,378 ▲ 39

岩 手 県 8,000 1,588 9,588 8,629 8,585 8,541 8,673 ▲ 44

山 形 県 8,000 1,397 9,397 8,457 8,420 8,384 8,494 ▲ 37

宮 城 県 8,000 2,934 10,934 9,841 9,795 9,750 9,887 ▲ 46

福 島 県 8,000 2,384 10,384 9,346 9,288 9,230 9,404 ▲ 58

新 潟 県 8,000 2,868 10,868 9,781 9,709 9,638 9,853 ▲ 72

東 京 都 8,000 17,290 25,290 22,761 22,761 22,761 22,761 0

群 馬 県 8,000 2,478 10,478 9,430 9,389 9,348 9,472 ▲ 42

栃 木 県 8,000 2,477 10,477 9,429 9,385 9,341 9,473 ▲ 44

茨 城 県 8,000 3,664 11,664 10,498 10,437 10,376 10,559 ▲ 61

埼 玉 県 8,000 9,210 17,210 15,489 15,412 15,336 15,566 ▲ 77

千 葉 県 8,000 7,886 15,886 14,297 14,229 14,162 14,365 ▲ 68

神 奈 川 県 8,000 11,573 19,573 17,616 17,524 17,432 17,708 ▲ 92

山 梨 県 8,000 1,043 9,043 8,139 8,118 8,097 8,161 ▲ 22

静 岡 県 8,000 4,647 12,647 11,382 11,303 11,225 11,461 ▲ 79

長 野 県 8,000 2,630 10,630 9,567 9,518 9,469 9,617 ▲ 50

富 山 県 8,000 1,334 9,334 8,401 8,374 8,347 8,428 ▲ 27

石 川 県 8,000 1,448 9,448 8,503 8,479 8,455 8,528 ▲ 25

岐 阜 県 8,000 2,544 10,544 9,490 9,441 9,392 9,539 ▲ 49

愛 知 県 8,000 9,477 17,477 15,729 15,642 15,555 15,816 ▲ 87

三 重 県 8,000 2,274 10,274 9,247 9,204 9,161 9,291 ▲ 44

福 井 県 8,000 986 8,986 8,087 8,068 8,050 8,106 ▲ 19

滋 賀 県 8,000 1,784 9,784 8,806 8,786 8,766 8,827 ▲ 21

京 都 府 8,000 3,284 11,284 10,156 10,106 10,056 10,206 ▲ 50

大 阪 府 8,000 11,164 19,164 17,248 17,119 16,990 17,378 ▲ 130

奈 良 県 8,000 1,707 9,707 8,736 8,701 8,667 8,771 ▲ 35

和 歌 山 県 8,000 1,200 9,200 8,280 8,251 8,222 8,310 ▲ 30

兵 庫 県 8,000 6,962 14,962 13,466 13,359 13,253 13,573 ▲ 107

鳥 取 県 8,000 717 8,717 7,845 7,829 7,813 7,861 ▲ 16

岡 山 県 8,000 2,413 10,413 9,372 9,332 9,292 9,412 ▲ 40

島 根 県 8,000 867 8,867 7,980 7,961 7,943 7,999 ▲ 19

広 島 県 8,000 3,573 11,573 10,416 10,358 10,301 10,474 ▲ 58

山 口 県 8,000 1,748 9,748 8,773 8,730 8,687 8,817 ▲ 44

香 川 県 8,000 1,222 9,222 8,300 8,276 8,253 8,324 ▲ 24

徳 島 県 8,000 939 8,939 8,045 8,021 7,997 8,070 ▲ 25

愛 媛 県 8,000 1,729 9,729 8,756 8,717 8,679 8,795 ▲ 39

高 知 県 8,000 904 8,904 8,014 7,990 7,966 8,039 ▲ 25

福 岡 県 8,000 6,458 14,458 13,012 12,950 12,889 13,074 ▲ 62

佐 賀 県 8,000 1,043 9,043 8,139 8,119 8,099 8,159 ▲ 20

長 崎 県 8,000 1,713 9,713 8,742 8,698 8,654 8,786 ▲ 44

大 分 県 8,000 1,456 9,456 8,510 8,477 8,445 8,543 ▲ 33

熊 本 県 8,000 2,237 10,237 9,213 9,169 9,126 9,257 ▲ 44

宮 崎 県 8,000 1,380 9,380 8,442 8,413 8,384 8,471 ▲ 29

鹿 児 島 県 8,000 2,058 10,058 9,052 9,006 8,960 9,098 ▲ 46

沖 縄 県 8,000 1,824 9,824 8,842 8,833 8,825 8,851 ▲ 9
376,000 160,139 536,139 482,525 480,324 478,140 484,739 ▲ 2,214合　　　　計

関
東

(10)

東
海
北
陸
(5)

近
畿
(7)

中
国
(5)

四
国
(4)

九
州
(8)

北
海
道
東
北
(8)

令和４年度　都道府県別分担金額算出表

都道府県
R4年度

③減少額
（①－②）


